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フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
に
お
け
る
財
政
再
建
と
社
会
福
祉

　
　
―
財
政
支
出
削
減
と
税
制
改
革

　

横　

山　

純　

一

は
じ
め
に

　

今
日
、
膨
大
な
財
政
赤
字
に
苦
し
ん
で
い
る
日
本
に
対

し
、
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
の
財
政
は
健
全
性
を
示
し
て
い
る
。

　

本
稿
で
は
、
一
九
九
〇
年
か
ら
今
日
ま
で
の
フ
ィ
ン
ラ

ン
ド
の
財
政
再
建
に
つ
い
て
、
財
政
支
出
削
減
、
税
制
改

革
と
主
要
税
の
動
向
に
的
を
し
ぼ
っ
て
検
証
す
る
と
と
も

に
、
そ
れ
と
関
連
づ
け
な
が
ら
社
会
福
祉
の
変
化
に
つ
い

て
考
察
し
た
い（
１
）。

１
．
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
の
総
債
務
残
高
と
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ

　

比
率

　

一
九
九
〇
年
以
降
、
今
日
ま
で
の
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
の
総

債
務
残
高
の
状
況
と
そ
の
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
率
を
み
て
い
く

と
、
つ
ぎ
の
四
段
階
に
分
け
ら
れ
る
（
図
表
１
）。

　

①　

一
九
九
一
年
か
ら
一
九
九
三
年
に
か
け
て
の
深
刻

な
不
況
（
以
下
、
大
不
況
と
略
す
）
に
よ
り
経
済
が
大
幅

な
マ
イ
ナ
ス
成
長
と
な
っ
た
。
同
期
間
に
は
財
政
赤
字
が

拡
大
し
て
総
債
務
残
高
が
大
幅
に
増
大
す
る
と
と
も
に
、

総
債
務
残
高
の
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
率
が
上
昇
し
た
。

　

②　

一
九
九
四
年
に
は
経
済
が
回
復
基
調
に
転
じ
、
以

後
は
、一
九
九
〇
年
代
後
半
を
通
じ
て
順
調
に
推
移
し
た
。

こ
れ
に
と
も
な
い
、
一
九
九
〇
年
代
後
半
に
は
総
債
務
残

高
が
横
ば
い
で
推
移
し
た
。
総
債
務
残
高
の
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比

率
に
つ
い
て
は
、
一
九
九
七
年
以
降
は
減
少
基
調
で
推
移

し
て
い
る
。

　

③　

二
〇
〇
〇
年
以
降
は
、
経
済
成
長
が
鈍
化
し
た

時
期
も
あ
っ
た
が
、
総
債
務
残
高
の
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
率
は

一
九
九
〇
年
代
後
半
よ
り
も
低
下
し
た
。
な
か
で
も
成
長

(注）一般政府とは、中央政府(国)、地方政府(地方自治

　　 体)、社会保障基金を集計したものである。

(出所）“World Economic Outlook Database October

　　　　2012”,2012

年
総債務残高

(10億ユーロ)

総債務残高の

対ＧＤＰ比(％)

ＧＤＰ

(10億ユーロ)
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3.600 

4.315 

5.821 

7.212 

7.969 

9.058 

10.123 

11.733 

12.453 

12.032 

12.367 

18.669 

32.685 

45.527 

49.983 

53.332 

55.246 

56.765 

55.543 

55.857 

57.892 

59.142 

59.567 

64.778 

67.587 

65.652 

65.696 

63.225 

63.015 

74.997 

86.974 

93.030 

10.823 

11.477 

13.760 

15.308 

15.124 

15.803 

16.416 

17.622 

16.514 

14.275 

13.839 

21.900 

39.361 

54.226 

56.532 

55.518 

55.723 

52.854 

47.619 

45.664 

43.793 

42.460 

41.468 

44.511 

44.387 

41.703 

39.632 

35.158 

33.943 

43.472 

48.394 

49.127 

33.267 

37.598 

42.306 

47.112 

52.688 

57.317 

61.666 

66.582 

75.413 

84.286 

89.363 

85.247 

83.038 

83.959 

88.415 

96.064 

99.145 

107.399 

116.642 

122.321 

132.195 

139.288 

143.646 

145.531 

152.266 

157.429 

165.765 

179.830 

185.651 

172.518 

179.721 

189.360 

＜図表１＞  フィンランドの一般政府総債務残高
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率
が
高
か
っ
た
二
〇
〇
六
年
と
二
〇
〇
七
年
、
な
ら
び
に

二
〇
〇
八
年
に
は
三
〇
％
台
に
低
下
し
て
い
る
。
総
債
務

残
高
も
、
二
〇
〇
五
年
、
二
〇
〇
七
年
と
二
〇
〇
八
年
に

は
対
前
年
比
で
減
少
し
て
い
る
。

　

④　

二
〇
〇
九
年
に
は
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
の
影
響
を

受
け
、経
済
が
マ
イ
ナ
ス
成
長
に
転
じ
た
。
さ
ら
に
、ユ
ー

ロ
危
機
が
現
出
し
た
。
二
〇
〇
九
年
以
降
は
、
総
債
務
残

高
と
そ
の
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
率
が
大
き
く
増
大
し
た
。

２
．
一
九
八
〇
年
代
後
半
の
高
成
長
と
バ
ブ
ル
崩
壊

　

に
よ
る
一
九
九
〇
年
代
前
半
の
大
不
況

⑴　

一
九
八
〇
年
代
後
半
の
高
成
長
と
一
九
九
〇
年
代

前
半
（
一
九
九
一

－

九
三
）
の
大
不
況

　

一
九
八
〇
年
代
後
半
に
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
の
経
済
は
高
成

長
を
遂
げ
た
が
、
一
九
九
一
年
に
大
不
況
に
陥
っ
た
。

失
業
率
は
一
九
九
〇
年
の
三
・
二
％
か
ら
一
九
九
三
年
に

一
六
・
三
％
、
一
九
九
四
年
に
一
六
・
六
％
と
急
増
し
た（
２
）。

　

こ
の
よ
う
な
高
成
長
と
深
刻
な
不
況
の
要
因
に
は
、

一
九
八
〇
年
代
の
金
融
の
自
由
化
と
金
融
市
場
の
規
制
緩

和
の
実
施
が
あ
げ
ら
れ
る（
３
）。
そ
れ
が
銀
行
の
貸
し
出
し

ブ
ー
ム
の
招
来
と
海
外
か
ら
の
資
本
流
入
を
促
進
し
た
。

不
動
産
な
ど
の
資
産
価
格
が
上
昇
し
、
い
わ
ゆ
る
「
資
産

効
果
」
が
景
気
上
昇
を
進
め
た
。
旺
盛
な
消
費
と
投
資
に

よ
り
、
実
体
経
済
が
好
調
と
な
っ
た
。
し
か
し
、
フ
ィ
ン

ラ
ン
ド
の
経
済
の
高
成
長
は
一
九
九
〇
年
に
終
焉
を
迎
え

た
。
バ
ブ
ル
の
崩
壊
で
あ
る
。
今
度
は
こ
れ
ま
で
と
は

う
っ
て
か
わ
り
、
資
本
の
流
出
、
実
質
金
利
の
上
昇
、
消

費
と
投
資
の
大
幅
な
落
ち
込
み
、
資
産
価
格
の
暴
落
、
不

良
債
権
の
増
加
が
現
出
し
た
。
さ
ら
に
、
一
九
八
〇
年
代

後
半
に
最
大
の
輸
出
国
で
あ
っ
た
ソ
ビ
エ
ト
連
邦
の
崩
壊

に
よ
り
、
輸
出
産
業
は
大
き
な
打
撃
を
こ
う
む
っ
た
。

一
九
八
七
年
に
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
の
輸
出
額
の
一
六
％
を
占

め
て
い
た
ソ
連
貿
易
は
、
一
九
九
一
年
に
は
一
挙
に
四
％

に
落
ち
込
ん
だ
の
で
あ
る（
４
）。

　

⑵　

大
不
況
か
ら
の
回
復

　

フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
で
は
銀
行
の
破
綻
に
対
し
て
公
的
資

金
が
導
入
さ
れ
る
と
と
も
に
、
一
九
九
一
年
に
は
通
貨

（
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
マ
ル
カ
）
の
切
り
下
げ
が
行
わ
れ
た
。

そ
し
て
、
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
マ
ル
カ
の
減
価
は
輸
出
の
回
復

に
つ
な
が
っ
た
。
商
品
の
輸
出
額
は
一
九
九
七
年
に
は

二
一
二
八
億
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
マ
ル
カ
と
な
り
、
一
九
九
一

年
に
比
べ
て
ほ
ぼ
二
・
三
倍
に
増
加
し
た（
５
）。
さ
ら
に
、フ
ィ

ン
ラ
ン
ド
経
済
の
回
復
は
、
産
業
構
造
の
転
換
を
と
も
な

い
な
が
ら
行
わ
れ
た
。
つ
ま
り
、
こ
れ
ま
で
の
リ
ー
デ
ィ

ン
グ
産
業
で
あ
っ
た
紙
・
パ
ル
プ
産
業
に
代
わ
っ
て
、

電
気
光
学
機
械
産
業
が
大
き
く
伸
長
し
た
の
で
あ
る
。

一
九
九
七
年
に
は
、
電
気
光
学
機
械
産
業
の
輸
出
額
は
金

属
加
工
産
業
全
体
の
半
分
を
占
め
る
よ
う
に
な
り
、
フ
ィ

ン
ラ
ン
ド
の
携
帯
電
話
な
ど
電
信
・
電
話
関
係
の
商
品
へ

の
需
要
の
強
さ
が
世
界
的
に
示
さ
れ
た
の
で
あ
る（
６
）。

　

以
上
か
ら
、
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
で
財
政
赤
字
か
ら
の
脱

却
や
総
債
務
残
高
の
引
き
下
げ
に
成
功
し
た
の
は
、
財

政
支
出
削
減
の
効
果
も
あ
っ
た
け
れ
ど
も
、
第
一
に
は

フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
マ
ル
カ
の
減
価
に
よ
る
輸
出
産
業
の
業
績

回
復
、
官
民
あ
げ
て
の
戦
略
産
業
の
育
成
と
電
気
光
学
機

械
産
業
を
中
心
に
し
た
経
済
成
長
が
大
き
か
っ
た
。
財
政

支
出
削
減
に
よ
る
効
果
は
、
経
済
が
あ
る
程
度
回
復
し
た

一
九
九
〇
年
代
後
半
以
降
に
実
を
結
ぶ
こ
と
に
な
る
の
で

あ
る
。

３
．
一
九
九
〇
年
代
後
半
か
ら
今
日
ま
で
の
総
債
務

　

残
高
の
縮
小
と
財
政
再
建

　

つ
ぎ
に
、一
九
九
〇
年
代
後
半
か
ら
、今
日
ま
で
の
フ
ィ

ン
ラ
ン
ド
の
財
政
再
建
に
つ
い
て
検
討
し
よ
う
。
財
政
再

建
に
は
、
財
政
支
出
の
削
減
と
並
ん
で
増
税
が
大
き
な
役

割
を
果
た
す
と
思
わ
れ
る
が
、
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
で
は
財
政

支
出
の
削
減
が
優
先
さ
れ
た
。　

　

財
政
支
出
の
削
減
で
は
、
地
方
自
治
体
へ
の
国
庫
支

出
金
の
カ
ッ
ト
と
社
会
保
障
支
出
の
抑
制
が
大
き
か
っ

た
。
歳
出
合
計
額
（
国
決
算
）
は
一
九
九
一
年
度
の

一
六
七
九
億
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
マ
ル
カ
か
ら
一
九
九
七
年
度

の
一
八
七
三
億
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
マ
ル
カ
に
増
加
し
た
の
に

対
し
、
社
会
保
障
費
は
一
九
九
一
年
度
の
五
一
九
億
フ
ィ

ン
ラ
ン
ド
マ
ル
カ
か
ら
一
九
九
七
年
度
の
四
五
二
億
フ
ィ

ン
ラ
ン
ド
マ
ル
カ
に
減
少
し
た（
７
）。
さ
ら
に
、
国
の
出
先
機

関
の
整
理
統
合
・
廃
止
や
自
治
体
合
併
な
ど
が
積
極
的
に

行
わ
れ
た
。

　

⑴　

国
の
出
先
機
関
の
廃
止

　

国
の
出
先
機
関
で
あ
る
県
が
一
二
存
在
し
て
い
た
が
、

六
つ
に
削
減
さ
れ
た
後
、
二
〇
〇
九
年
一
二
月
三
一
日
に
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は
、
す
べ
て
廃
止
さ
れ
た
。

　

⑵　

地
方
自
治
体
向
け
の
国
庫
支
出
金
の
カ
ッ
ト

　

地
方
自
治
体
と
自
治
体
連
合
向
け
の
国
庫
支
出
金
は
、

一
九
九
三
年
度
以
降
一
九
九
八
年
度
ま
で
継
続
し
て
削
減

さ
れ
た
。
一
九
九
一
年
度
に
四
二
二
億
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
マ

ル
カ
で
あ
っ
た
も
の
が
、
一
九
九
七
年
度
に
は
そ
の
約
四

分
の
一
が
削
減
さ
れ
た（
８
）。
と
く
に
、
社
会
保
障
関
係
の
国

庫
支
出
金
の
削
減
が
大
き
か
っ
た
の
で
、
以
下
、
社
会
保

障
関
係
の
国
庫
支
出
金
に
的
を
し
ぼ
っ
て
み
て
い
こ
う
。

　

フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
で
は
一
九
八
二
年
九
月
一
七
日
に
成
立
し

た
「
社
会
福
祉
保
健
医
療
計
画
と
国
庫
支
出
金
に
関
す
る
法

律
」（Laki sosiaali-ja terveydenhuollon suunnitteelusta 

ja valtionosuudeste

）
が
一
九
八
四
年
一
月
一
日
に
施
行

さ
れ
た
。
こ
の
と
き
の
社
会
保
障
関
係
の
国
庫
支
出
金
は

使
途
が
厳
し
く
限
定
さ
れ
、
支
出
ベ
ー
ス
で
自
治
体
に
交

付
さ
れ
た（
９
）。
こ
の
国
庫
支
出
金
は
、
財
政
力
の
弱
い
自
治

体
へ
の
配
慮
が
な
さ
れ
て
お
り
、
し
か
も
、
一
九
八
〇
年

代
後
半
の
順
調
な
経
済
成
長
と
良
好
な
財
政
に
支
え
ら
れ

て
拡
充
さ
れ
た
た
め
に
、
ほ
と
ん
ど
す
べ
て
の
自
治
体
が

高
齢
者
福
祉
（
と
く
に
在
宅
福
祉
）
や
児
童
福
祉
、
障
が

い
者
福
祉
に
力
を
い
れ
る
こ
と
が
で
き
た
。
そ
し
て
、
多

数
の
ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー
が
自
治
体
で
採
用
さ
れ
る
と
と

も
に
、
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
セ
ン
タ
ー
や
保
育
所
が
つ
ぎ
つ

ぎ
と
つ
く
ら
れ
て
い
っ
た
。
ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー
数
は
、

一
九
八
五
年
が
一
万
五
四
八
人
で
あ
っ
た
の
に
対
し
、

一
九
九
一
年
に
は
一
万
三
二
五
一
人
と
な
っ
て
六
年
間
で

二
五
％
増
加
し
、保
育
所
数
も
一
八
一
二
（
一
九
八
五
年
）

か
ら
二
三
〇
五
（
一
九
九
一
年
）
と
、
二
七
％
増
加
し
た

の
で
あ
る
（
（1
（

。
こ
う
し
て
、
こ
の
時
期
に
「
社
会
福
祉
の
ナ

シ
ョ
ナ
ル
ミ
ニ
マ
ム
が
達
成
さ
れ
、
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
は
、

名
実
共
に
普
遍
主
義
を
標
榜
す
る
北
欧
型
福
祉
国
家
の
一

員
と
な
っ
た
の
で
あ
る
」（

（1
（

。

　

一
九
九
三
年
に
は
地
方
分
権
的
な
財
政
改
革
が
行
わ

れ
、
社
会
保
障
関
係
の
国
庫
支
出
金
は
、
使
途
が
緩
や
か

な
福
祉
・
保
健
・
医
療
包
括
補
助
金
に
転
換
し
た
。
こ
れ

に
よ
り
、
自
治
体
の
支
出
の
自
由
裁
量
権
が
拡
大
し
、
自

治
体
は
、
福
祉
・
保
健
・
医
療
で
あ
れ
ば
、
ど
ん
な
支
出

に
も
包
括
補
助
金
を
充
て
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
な
っ

た
（
（1
（

。

　

し
か
し
、
こ
の
改
革
は
、
バ
ブ
ル
崩
壊
後
の
経
済
の
落

ち
込
み
と
総
債
務
残
高
の
増
大
の
な
か
で
行
わ
れ
た
た
め

に
、
包
括
補
助
金
の
ス
タ
ー
ト
と
同
時
に
カ
ッ
ト
が
行
わ

れ
た
。
福
祉
・
保
健
・
医
療
包
括
補
助
金
の
カ
ッ
ト
は
自

治
体
財
政
に
大
き
な
影
響
が
あ
っ
た
。
た
と
え
ば
、
筆
者

が
調
査
し
た
北
極
圏
の
ソ
ダ
ン
キ
ュ
ラ
（Sodankylä

）

自
治
体
に
交
付
さ
れ
た
包
括
補
助
金
は
、
年
齢
別
構
成
人

口
や
失
業
率
、
地
理
的
条
件
、
財
政
力
な
ど
を
も
と
に
算

定
さ
れ
た
が
、
最
終
的
に
は
約
九
％
カ
ッ
ト
さ
れ
た
（
（1
（

。
こ

の
よ
う
な
カ
ッ
ト
は
ソ
ダ
ン
キ
ュ
ラ
自
治
体
だ
け
で
は
な

く
、
こ
の
時
期
に
、
す
べ
て
の
自
治
体
で
行
わ
れ
た
。

　

⑶　

福
祉
施
設
建
設
の
た
め
の
国
庫
支
出
金
の
廃
止

　

一
九
九
五
年
に
は
福
祉
施
設
建
設
の
た
め
の
国
庫
支
出

金
が
廃
止
さ
れ
た
。
福
祉
施
設
建
設
の
た
め
の
国
庫
支
出

金
は
一
九
九
三
年
改
革
以
前
か
ら
存
在
し
、
老
人
ホ
ー
ム

な
ど
の
施
設
福
祉
の
拡
充
に
貢
献
し
た
。
こ
の
こ
と
に
よ

り
、
以
後
、
自
治
体
は
自
主
財
源
や
包
括
補
助
金
、
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
補
助
金
に
よ
り
福
祉
施
設
建
設
を
行
う
こ
と
と

な
っ
た
。
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
で
は
、
一
九
九
〇
年
代
後
半
に

老
人
ホ
ー
ム
数
が
や
や
減
少
す
る
一
方
で
、
高
齢
者
用

サ
ー
ビ
ス
つ
き
住
宅
の
建
設
が
増
大
し
た
。
老
人
ホ
ー
ム

は
自
治
体
立
や
自
治
体
連
合
立
が
多
く
、
高
齢
者
用
サ
ー

ビ
ス
つ
き
住
宅
は
民
間
の
建
設
と
運
営
に
よ
る
も
の
が
多

い
。
こ
の
こ
と
は
、
福
祉
施
設
建
設
の
た
め
の
国
庫
支
出

金
が
廃
止
さ
れ
た
影
響
が
出
て
い
る
と
い
え
る
だ
ろ
う
（
（1
（

。

⑷　

自
治
体
間
の
税
収
格
差
に
着
目
し
た
財
政
調
整
は

水
平
的
財
政
調
整
に
シ
フ
ト

　

一
九
九
三
年
改
革
で
創
設
さ
れ
た
包
括
補
助
金
で
は
、

財
政
力
の
弱
い
自
治
体
に
厚
く
配
分
す
る
シ
ス
テ
ム
が
充

実
し
て
い
た
。
つ
ま
り
、
年
齢
構
成
別
人
口
、
失
業
率
、

地
理
的
条
件
な
ど
を
も
と
に
金
額
が
計
算
さ
れ
た
後
に
、

財
政
力
因
子
を
用
い
た
計
算
が
行
わ
れ
て
最
終
的
な
包
括

補
助
金
の
金
額
が
定
め
ら
れ
た
。
ま
た
、
一
九
九
三
年
改

革
以
前
の
使
途
限
定
の
国
庫
支
出
金
と
包
括
補
助
金
で

は
、
前
者
が
支
出
ベ
ー
ス
、
後
者
が
計
算
ベ
ー
ス
で
自
治

体
に
国
庫
支
出
金
が
交
付
さ
れ
る
と
い
う
点
で
シ
ス
テ
ム

が
異
な
っ
て
い
た
が
、
ど
ち
ら
も
財
政
力
の
弱
い
自
治
体

に
厚
く
配
分
す
る
た
め
に
財
政
力
が
重
視
さ
れ
て
い
た
。

と
こ
ろ
が
一
九
九
〇
年
代
後
半
に
は
、
包
括
補
助
金
の
配

分
基
準
の
な
か
か
ら
財
政
力
因
子
が
取
り
払
わ
れ
て
し

ま
っ
た
。

　

た
だ
し
、
こ
の
こ
と
に
よ
り
財
政
力
の
弱
い
自
治
体
へ
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の
配
慮
が
薄
ま
っ
た
わ
け
で
は
な
い
。
税
収
格
差
是
正
の

た
め
の
国
庫
支
出
金
の
役
割
が
大
き
く
な
り
、
水
平
的
財

政
調
整
が
強
化
さ
れ
、
財
政
力
の
豊
か
な
自
治
体
か
ら
貧

弱
な
自
治
体
へ
の
財
政
資
金
の
移
転
が
行
わ
れ
た
の
で
あ

る
。
自
治
体
間
の
財
政
力
格
差
是
正
に
か
か
わ
る
国
家
財

政
の
負
担
（
税
収
格
差
是
正
の
た
め
の
国
庫
支
出
金
）
額

は
少
額
で
あ
る
。

　

⑸　

社
会
保
障
支
出
の
縮
減
と
福
祉
民
営
化
の
進
行

　

一
九
九
〇
年
代
前
半
の
大
不
況
以
後
、
広
く
社
会
保
障

支
出
の
削
減
が
行
わ
れ
、
こ
れ
に
と
も
な
っ
て
、
福
祉
の

民
営
化
が
進
行
し
て
い
る
。
福
祉
の
民
営
化
は
児
童
福
祉

や
高
齢
者
福
祉
な
ど
多
岐
に
わ
た
っ
て
行
わ
れ
て
い
る

が
、
本
稿
で
は
、
高
齢
者
向
け
の
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
支
出

を
中
心
に
み
て
い
こ
う
。

　

フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
の
二
〇
〇
五
年
度
の
社
会
保
障
支
出
は

四
二
〇
億
ユ
ー
ロ
で
、
そ
の
う
ち
公
的
年
金
を
含
む
高
齢

者
向
け
支
出
は
一
三
七
億
ユ
ー
ロ
で
あ
っ
た
（
（1
（

。
ま
た
、

高
齢
者
向
け
の
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
支
出
は
一
五
億
ユ
ー

ロ
（
利
用
料
金
を
含
ま
な
い
）
で
あ
っ
た
（
図
表
２
）。

高
齢
者
向
け
の
介
護
サ
ー
ビ
ス
支
出
の
う
ち
老
人
ホ
ー
ム

入
居
者
へ
の
ケ
ア
の
支
出
が
最
大
で
あ
る
が
、
一
九
九
〇

年
代
に
お
け
る
伸
び
率
は
低
く
、
と
く
に
一
九
九
五
年
か

ら
二
〇
〇
〇
年
に
か
け
て
は
マ
イ
ナ
ス
四
・
七
％
の
伸
び

率
に
な
っ
て
い
る
。
訪
問
介
護
も
、
一
九
九
〇
年
か
ら

一
九
九
五
年
に
か
け
て
は
六
・
〇
％
の
伸
び
に
と
ど
ま
っ

た
。
高
齢
者
用
サ
ー
ビ
ス
つ
き
住
宅
が
増
加
し
た
こ
と
に

と
も
な
い
、
高
齢
者
用
サ
ー
ビ
ス
つ
き
住
宅
関
連
の
支
出

が
大
き
く
伸
び
た
が
、
一
九
九
〇
年
代
を
通
し
て
み
れ

ば
、
高
齢
者
向
け
の
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
支
出
全
体
の
伸
び

率
は
低
か
っ
た
と
い
う
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ
し
、
二
一

世
紀
に
は
い
っ
て
か
ら
は
、
高
齢
者
向
け
の
介
護
サ
ー
ビ

ス
の
支
出
額
が
再
び
増
加
に
転
じ
、
二
〇
〇
〇
年
度
か

ら
二
〇
〇
五
年
度
に
か
け
て
の
伸
び
率
は
三
五
・
一
％
と

な
っ
た
。

　

さ
ら
に
、
各
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
状
況
を
み
る
こ
と
に

よ
っ
て
削
減
の
実
態
に
迫
ろ
う
。
図
表
３
は
ホ
ー
ム
ケ
ア

サ
ー
ビ
ス
（
訪
問
介
護
サ
ー
ビ
ス
と
訪
問
看
護
サ
ー
ビ

ス
）、
老
人
ホ
ー
ム
、
長
期
入
院
介
護
に
つ
い
て
、
六
五

歳
以
上
の
者
の
利
用
状
況
を
、
一
九
九
〇
年
、
一
九
九
五

年
、
二
〇
〇
一
年
、
二
〇
〇
五
年
に
つ
い
て
み
て
み
た
も

＜図表２＞　1990－2005年の高齢者介護サービス支出額と伸び率

（％）

金　　　額 1990 1995 2000 2005 伸　び　率 1990-1995 1995-2000 2000-2005

高齢者向け施設ケア
（老人ホームなど）

522.2 552.6 526.4 633.9 
高齢者向け施設ケア
（老人ホームなど）

5.8 -4.7 20.4 

訪問介護 237.6 251.9 297.2 371.9 訪問介護 6.0 18.0 25.2 

近親者介護サービス 36.3 38.4 43.6 61.6 近親者介護サービス 5.7 13.7 41.3 

他のサービス
（デイケアサービス、高齢者
　用サービスつき住宅など）

59.3 111.5 247.2 437.9 
他のサービス
（デイケアサービス、高齢者
　用サービスつき住宅など）

88.0 121.7 77.2 

合　　　計 855.4 954.3 1114.4 1505.3 合　　　計 11.6 16.8 35.1 

（注） 保健医療サービス支出は含まれていない。

(出所) STAKES“Ikääntyneiden Sosiaali-ja terveyspalvelut 

　　　 2005”,2007,p.86.

（百万ユーロ）

＜図表３＞　高齢者の介護サービス利用状況

65歳以上の利用状況　　　　　　　　　　　　　 　　　　 （人、％)

(注) 割合とは65歳以上、75歳以上の各サービス利用者の当該年齢層人口に占める
割合である。

(出所) STAKES“Ikääntyneiden Sosiaali-ja terveyspalvelut 2005”,2007,p.34.

年
ホームケア 老人ホーム 長期入院

利用者数 割合 利用者数 割合 利用者数 割合

1990

1995

2001

2005

53,293 

52,353 

54,316 

　

7.3 

6.6 

6.5 

25,659 

22,546 

20,092 

18,898 

3.8 

3.1 

2.6 

2.2 

11,311 

12,255 

12,136 

11,198 

1.7 

1.7 

1.5 

1.3 

75歳以上の利用状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　（人、％)

年
ホームケア 老人ホーム 長期入院

利用者数 割合 利用者数 割合 利用者数 割合

1990

1995

2001

2005

　

41,294 

42,231 

45,037 

　

13.8 

12.1 

11.8 

22,180 

19,535 

17,755 

16,878 

7.8 

6.5 

5.1 

4.3 

9,608 

10,312 

10,362 

9,758 

3.4 

3.4 

3.0 

2.5 
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の
で
あ
る（
ホ
ー
ム
ケ
ア
は
一
九
九
〇
年
を
除
く
）。
ホ
ー

ム
ケ
ア
の
利
用
者
数
は
、
一
九
九
五
年
か
ら
二
〇
〇
一
年

に
か
け
て
や
や
減
少
し
、
二
〇
〇
一
年
か
ら
二
〇
〇
五
年

に
か
け
て
や
や
増
加
し
て
い
る
が
、
六
五
歳
以
上
の
者
の

総
数
に
占
め
る
ホ
ー
ム
ケ
ア
利
用
者
の
割
合
は
一
九
九
五

年
が
七
・
三
％
、
二
〇
〇
一
年
が
六
・
六
％
、
二
〇
〇
五

年
が
六
・
五
％
と
一
貫
し
て
低
下
し
て
い
る
。
老
人
ホ
ー

ム
は
、
一
九
九
〇
年
の
利
用
者
数
が
最
も
多
く
、
以
後

一
九
九
五
年
、
二
〇
〇
一
年
、
二
〇
〇
五
年
と
減
少
の
一

途
を
た
ど
っ
て
い
る
。
六
五
歳
以
上
の
者
の
総
数
に
占
め

る
老
人
ホ
ー
ム
利
用
者
の
割
合
も
、
一
九
九
〇
年
が
三
・

八
％
、
一
九
九
五
年
が
三
・
一
％
、
二
〇
〇
一
年
が
二
・

六
％
、
二
〇
〇
五
年
が
二
・
二
％
と
低
下
し
つ
づ
け
て
い

る
。
長
期
入
院
介
護
は
一
九
九
〇
年
に
比
べ
、
一
九
九
五

年
、
二
〇
〇
一
年
は
絶
対
数
で
上
回
っ
て
い
る
も
の
の
、

六
五
歳
以
上
の
者
の
総
数
に
占
め
る
長
期
入
院
介
護
利
用

者
の
割
合
は
低
下
し
続
け
て
い
る
。
こ
の
よ
う
な
な
か
、

ホ
ー
ム
ケ
ア
サ
ー
ビ
ス
の
重
点
を
お
い
た
提
供
が
な
さ
れ

る
よ
う
に
な
っ
た
。
六
五
歳
以
上
の
高
齢
者
が
受
け
る

ホ
ー
ム
ケ
ア
サ
ー
ビ
ス
の
一
カ
月
あ
た
り
の
訪
問
回
数

は
、
月
一

－

八
回
、
九

－

一
六
回
が
減
少
し
て
い
る
反
面
、

月
四
〇
回
以
上
が
増
大
し
て
い
る
の
で
あ
る
（
（1
（

。

　

さ
ら
に
、
図
表
３
で
み
た
よ
う
に
、
老
人
ホ
ー
ム
や
長

期
入
院
介
護
が
減
少
し
て
い
る
が
、
こ
れ
は
施
設
福
祉

サ
ー
ビ
ス
か
ら
在
宅
福
祉
サ
ー
ビ
ス
へ
の
流
れ
が
い
っ
そ

う
強
ま
っ
た
こ
と
を
示
し
て
い
る
。
そ
れ
は
同
時
に
、
福

祉
民
営
化
（
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
民
間
委
託
化
） 

の
流
れ
が

強
ま
っ
た
こ
と
を
意
味
し
て
い
る
。フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
で
は
、

在
宅
福
祉
サ
ー
ビ
ス
強
化
の
流
れ
は
一
九
八
〇
年
代
か
ら

の
傾
向
で
あ
っ
た
が
、
一
九
八
〇
年
代
と
一
九
九
〇
年
以

降
と
で
は
性
格
が
異
な
っ
て
い
る
。
つ
ま
り
、
一
九
八
〇

年
代
に
は
訪
問
介
護
サ
ー
ビ
ス
や
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
を
軸
に

在
宅
福
祉
サ
ー
ビ
ス
が
進
ん
だ
が
、
そ
の
ほ
と
ん
ど
は
自

治
体
直
営
サ
ー
ビ
ス
で
あ
っ
た
。
し
か
し
、
近
年
は
、
高

齢
者
用
サ
ー
ビ
ス
つ
き
住
宅
（
二
四
時
間
サ
ー
ビ
ス
つ
き
を

含
む
）
の
建
設
が
進
み
、
こ
れ
に
と
も
な
っ
て
そ
の
利
用
者

数
が
増
加
し
て
い
る
。
こ
の
高
齢
者
用
サ
ー
ビ
ス
つ
き
住

宅
の
多
く
が
民
間
の
運
営
で
行
わ
れ
て
い
る
の
で
あ
る
。

　

こ
の
よ
う
な
民
間
委
託
の
背
景
に
あ
る
の
は
高
齢
者
の

ニ
ー
ズ
の
多
様
化
も
あ
る
が
、
同
時
に
指
摘
し
た
い
の
は

自
治
体
財
政
の
問
題
で
あ
る
。
つ
ま
り
、
自
治
体
向
け
の

国
庫
支
出
金
の
交
付
額
が
抑
制
さ
れ
て
き
た
こ
と
や
、
自

治
体
の
主
要
な
財
源
で
あ
る
地
方
所
得
税
に
つ
い
て
は
自

治
体
が
自
由
に
税
率
を
決
め
る
こ
と
が
で
き
る
と
は
い
う

も
の
の
、
税
率
が
す
で
に
相
当
に
高
い
水
準
に
あ
り
、
そ

の
引
き
上
げ
が
簡
単
に
は
い
か
な
い
事
情
が
あ
っ
た
。
こ

の
た
め
に
、
自
治
体
が
社
会
福
祉
や
保
健
医
療
サ
ー
ビ
ス

の
提
供
面
の
責
任
主
体
で
あ
る
こ
と
に
は
変
わ
り
は
な
い

も
の
の
、民
間（
営
利
、非
営
利
）や
自
治
体
連
合
か
ら
サ
ー

ビ
ス
を
購
入
し
て
、
こ
れ
を
自
治
体
サ
ー
ビ
ス
と
し
て
幅

広
く
提
供
す
る
よ
う
に
な
っ
た
の
で
あ
る
。
も
と
も
と
そ

の
多
く
が
自
治
体
直
営
で
行
わ
れ
て
き
た
老
人
ホ
ー
ム
や

ホ
ー
ム
ケ
ア
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て
は
、
運
営
主
体
を
変
更

す
る
こ
と
は
あ
ま
り
行
わ
れ
て
は
い
な
い
が
、
一
九
九
〇

年
代
以
降
に
新
し
い
サ
ー
ビ
ス
と
し
て
発
達
し
て
き
た
高

齢
者
用
サ
ー
ビ
ス
つ
き
住
宅
に
つ
い
て
は
、
自
治
体
直
営

は
少
な
く
、
民
間
に
よ
る
運
営
が
圧
倒
的
に
多
い
の
で
あ

る
。
そ
し
て
、
こ
の
よ
う
な
民
間
委
託
化
の
流
れ
は
、

高
齢
者
介
護
サ
ー
ビ
ス
に
限
っ
て
の
こ
と
で
は
な
い
。

一
九
九
〇
年
代
以
降
、
児
童
福
祉
サ
ー
ビ
ス
や
医
療
サ
ー

ビ
ス
な
ど
広
範
囲
に
行
わ
れ
て
い
る
の
で
あ
る
。
こ
の
こ

と
に
よ
り
、
民
間
で
働
く
福
祉
従
事
者
数
は
一
九
九
〇
年

の
一
万
四
一
八
四
人
か
ら
二
〇
〇
四
年
の
四
万
三
四
六
一

人
へ
と
大
幅
に
増
加
し
た
の
で
あ
る
（
（1
（

。

⑹　

自
治
体
連
合
な
ど
自
治
体
間
連
携
・
協
力
の
い
っ

そ
う
の
推
進

　

フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
で
は
、
自
治
体
の
規
模
が
小
さ
い
た
め

に
特
定
の
事
業
分
野
で
複
数
の
自
治
体
が
集
ま
っ
て
自
治

体
連
合
を
形
成
す
る
方
法
が
広
範
囲
に
行
わ
れ
、
サ
ー
ビ

ス
の
確
保
と
提
供
、
事
務
事
業
や
財
政
の
効
率
化
が
図
ら

れ
て
き
た
歴
史
が
あ
る
。
大
不
況
以
後
、
い
っ
そ
う
の
自

治
体
間
協
力
・
連
携
が
行
わ
れ
て
い
る
。
つ
ま
り
、
自
治

体
連
合
の
形
成
を
さ
ら
に
進
め
る
こ
と
や
、
複
数
の
自
治

体
が
会
社
（
第
三
セ
ク
タ
ー
）
を
つ
く
っ
て
株
式
を
持
ち
、

第
三
セ
ク
タ
ー
か
ら
各
自
治
体
が
社
会
福
祉
サ
ー
ビ
ス
等

を
購
入
す
る
。
大
き
な
自
治
体
か
ら
そ
の
周
辺
自
治
体
が

サ
ー
ビ
ス
を
購
入
し
た
り
、
得
が
た
い
人
材
を
自
治
体
間

で
活
用
す
る
こ
と
な
ど
が
行
わ
れ
て
い
る
の
で
あ
る
（
（1
（

。

　

⑺　

自
治
体
合
併

　

近
年
、
自
治
体
合
併
が
進
ん
で
い
る
。
二
〇
一
一
年
一

月
一
日
現
在
の
自
治
体
数
は
三
二
〇
で
あ
り
（
（1
（

、
二
〇
〇
六

年
一
月
一
日
現
在
の
自
治
体
数
が
四
三
一
の
た
め
（
（2
（

、
五
年

間
で
約
四
分
の
一
減
少
し
た
。
た
だ
し
、
二
〇
〇
八
年
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一
二
月
三
一
日
現
在
に
お
い
て
、
人
口
二
〇
〇
〇
人
未
満

の
自
治
体
が
四
九
、二
〇
〇
〇
人
以
上
四
〇
〇
〇
人
未
満

の
自
治
体
が
七
九
、四
〇
〇
〇
人
以
上
六
〇
〇
〇
人
未
満

の
自
治
体
が
五
三
存
在
し
て
い
る
（
（2
（

。
自
治
体
合
併
が
進
ん

で
は
い
る
が
、
人
口
六
〇
〇
〇
人
未
満
の
小
規
模
自
治
体

が
全
自
治
体
の
半
数
以
上
を
占
め
て
い
る
の
で
あ
る
。

⑻　

国
と
地
方
の
役
割
分
担
・
事
務
事
業
配
分
が
明
確
、

公
共
事
業
の
抑
制

　

自
治
体
や
自
治
体
連
合
は
高
齢
者
・
児
童
、
障
が
い
者

（
児
）
な
ど
の
福
祉
、
医
療
（
一
次
医
療
、
二
次
医
療
、

歯
科
診
療
な
ど
）、
教
育
（
義
務
教
育
、
中
等
教
育
、
職

業
教
育
な
ど
）、
文
化
（
図
書
館
、
生
涯
学
習
な
ど
）
な

ど
の
事
業
を
展
開
し
て
い
る
。
こ
の
ほ
か
に
も
、
地
域
計

画
、
上
下
水
道
、
消
防
・
救
急
、
廃
棄
物
処
理
、
地
域
集

中
暖
房
、
地
方
道
や
街
路
の
整
備
・
維
持
管
理
、
交
通
（
路

面
電
車
、
バ
ス
、
生
活
路
線
の
船
な
ど
）、
雇
用
・
経
済

振
興
、
環
境
保
護
な
ど
幅
広
い
事
業
を
行
っ
て
い
る
。
ま

た
、
年
金
、
大
学
、
警
察
、
国
道
の
維
持
管
理
、
徴
税
（
地

方
税
を
含
む
）、
児
童
手
当
な
ど
は
国
の
責
任
と
な
っ
て

い
る
（
（2
（

。
地
域
開
発
や
雇
用
な
ど
国
と
自
治
体
の
仕
事
が
重

な
る
領
域
も
存
在
す
る
が
、
国
と
自
治
体
の
役
割
分
担
や

事
務
事
業
配
分
が
比
較
的
は
っ
き
り
し
て
い
る
。

　

そ
し
て
、
一
九
九
〇
年
代
に
は
公
共
事
業
費
は
抑
制
さ

れ
た
。
た
と
え
ば
、
一
九
九
八
年
度
に
は
、
多
く
の
国
直

轄
事
業
や
国
庫
補
助
事
業
に
よ
る
建
設
事
業
が
延
期
さ
れ

て
い
る
の
で
あ
る
（
（2
（

。

４
．
財
政
再
建
と
税
制

　

⑴　

一
九
九
〇
年
代
前
半
の
税
制
改
革

　

現
在
の
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
の
主
た
る
国
税
は
所
得
税
（
個

人
所
得
税
で
あ
る
勤
労
所
得
税
と
資
本
所
得
税
、
法
人
所

得
税
）
と
付
加
価
値
税
、
主
た
る
地
方
税
は
比
例
税
率
の

地
方
所
得
税
（
勤
労
所
得
税
）
で
あ
る
。
一
九
九
三
年

に
、
他
の
北
欧
諸
国
に
な
ら
っ
て
二
元
的
所
得
税
が
導
入

さ
れ
、
こ
れ
に
比
例
税
率
の
法
人
所
得
税
を
加
え
た
も
の

が
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
の
所
得
税
に
な
っ
た
（
（2
（

。
一
九
九
三
年
以

前
の
所
得
税
は
、
所
得
の
源
泉
種
類
に
考
慮
す
る
こ
と
な

く
、
あ
ら
ゆ
る
源
泉
を
合
算
し
て
累
進
税
率
を
適
用
す
る

も
の
で
あ
っ
た
が
（
（2
（

、
二
元
的
所
得
税
は
、
個
人
所
得
を
勤

労
所
得
（
給
与
や
賃
金
、
年
金
な
ど
）
と
資
本
所
得
（
利

子
、
配
当
、
株
や
土
地
の
キ
ャ
ピ
タ
ル
ゲ
イ
ン
、
賃
貸
収

入
な
ど
）
に
分
け
、
前
者
に
累
進
税
率
、
後
者
に
単
一
の

税
率
に
よ
る
課
税
が
行
わ
れ
る
も
の
で
あ
る
。
さ
ら
に
、

一
九
九
四
年
に
は
、
こ
れ
ま
で
の
売
上
税
に
代
わ
っ
て
付

加
価
値
税
が
導
入
さ
れ
た
の
で
あ
る
。

　

大
不
況
の
後
、
こ
の
よ
う
な
重
要
な
税
制
改
革
が
行
わ

れ
た
が
、
こ
れ
は
財
政
再
建
を
目
的
と
す
る
税
制
改
革
と

い
う
よ
り
は
、
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
経
済
の
急
速
な
国
際
化
と

Ｅ
Ｕ
加
盟
問
題
が
密
接
に
関
連
し
て
い
る
。
フ
ィ
ン
ラ
ン

ド
は
一
九
九
五
年
一
月
一
日
に
Ｅ
Ｕ
に
加
盟
し
た
。
そ
し

て
一
九
九
九
年
一
月
一
日
に
ユ
ー
ロ
が
通
貨
に
な
っ
た

が
、
三
年
間
の
移
行
期
間
が
あ
っ
た
た
め
、
フ
ィ
ン
ラ
ン

ド
で
は
二
〇
〇
二
年
に
、
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
マ
ル
カ
に
代

わ
っ
て
ユ
ー
ロ
が
現
実
の
通
貨
に
な
っ
た
。
こ
の
よ
う
な

過
程
の
な
か
で
、
す
で
に
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
な
ど
で
実
施
さ

れ
て
い
た
二
元
的
所
得
税
が
導
入
さ
れ
る
と
と
も
に
、
付

加
価
値
税
が
採
用
さ
れ
た
の
で
あ
る
。

　

注
目
す
べ
き
は
、
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
で
は
、
増
税
策
は
財

政
再
建
の
中
心
的
方
策
に
な
る
こ
と
は
な
か
っ
た
こ
と
で

あ
る
。「
課
税
に
関
す
る
国
際
的
な
圧
力
や
世
界
的
な
租

税
競
争
、
租
税
の
雇
用
へ
の
影
響
の
観
点
か
ら
、
も
は
や

公
的
部
門
の
財
政
問
題
を
高
い
税
率
を
維
持
す
る
こ
と
に

よ
っ
て
解
決
す
る
こ
と
は
適
切
な
こ
と
で
は
な
い
。
フ
ィ

ン
ラ
ン
ド
の
い
く
つ
か
の
租
税
は
国
際
基
準
と
Ｅ
Ｕ
基
準

に
照
ら
せ
ば
大
変
高
い
。
財
政
支
出
の
削
減
こ
そ
が
公
的

部
門
の
財
政
を
改
善
す
る
本
質
的
な
方
法
な
の
で
あ
る
」（

（2
（

と
い
う
認
識
を
、
政
策
当
局
が
も
っ
て
い
た
の
で
あ
る
。

ま
た
、
個
人
所
得
税
の
改
革
が
行
わ
れ
な
け
れ
ば
、
フ
ィ

ン
ラ
ン
ド
か
ら
資
本
逃
避
が
進
む
お
そ
れ
も
、
一
部
で
指

摘
さ
れ
て
い
た
の
で
あ
る
（
（2
（

。

⑵　

国
税

－

所
得
税
（
勤
労
所
得
税
、
資
本
所
得
税
、

法
人
所
得
税
）、
富
裕
税

　

フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
の
勤
労
所
得
税
の
算
定
方
法
を
、
二
〇

〇
五
年
度
の
デ
ー
タ
を
用
い
て
み
て
み
る
と
（
図
表
４
）、

所
得
税
額
は
、
各
課
税
所
得
段
階
の
課
税
所
得
額
の
下
限

額
を
超
過
し
た
分
の
金
額
に
税
率
を
乗
じ
た
金
額
に
各
段

階
の
基
礎
税
額
（
固
定
額
）
を
加
え
た
金
額
と
な
る
。
た

と
え
ば
、
一
万
三
五
〇
〇
ユ
ー
ロ
の
課
税
所
得
の
納
税

者
の
場
合
は＜

（13500

－12000

）
×0.105

＋8

＝

165.5
＞

ユ
ー
ロ
と
な
る
。
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つ
ぎ
に
、
図
表
５
に
よ
り
、
勤
労
所
得
税
の
税
率
構

造
を
み
る
と
、
ま
ず
、
課
税
所
得
の
段
階
は
二
〇
〇
〇

年
の
六
段
階
が
二
〇
〇
一
年
度
に
五
段
階
に
な
り
、
さ

ら
に
二
〇
〇
七
年
度
に
四
段
階
に
な
り
今
日
に
至
っ
て
い

る
こ
と
が
把
握
で
き
る
。
さ
ら
に
各
課
税
所
得
段
階
の
税

率
が
ほ
ぼ
一
貫
し
て
低
く
な
っ
て
き
て
い
る
。
最
高
税
率

は
二
〇
〇
〇
年
度
の
三
七
・
五
％
が
、
二
〇
一
〇
年
度
、

二
〇
一
一
年
度
に
は
三
〇
・
〇
％
、
二
〇
一
二
年
度
に
は

二
九
・
七
五
％
に
な
っ
て
い
る
。
最
低
税
率
は
二
〇
〇
〇

年
度
の
五
・
〇
％
が
二
〇
〇
一
年
度
に
一
四
・
〇
％
と
高
く

な
っ
た
が
、
こ
れ
は
六
段
階
の
税
率
を
五
段
階
に
し
て
課

税
最
低
限
を
引
き
上
げ
た
た
め
で
、
以
後
、
低
下
を
続
け

て
二
〇
〇
六
年
度
が
九
・
〇
％
、
二
〇
〇
八
年
度
が
八
・

五
％
、二
〇
〇
九
年
度
が
七
・
〇
％
、二
〇
一
二
年
度
が
六
・

五
％
と
な
っ
て
い
る
。

　

さ
ら
に
、
二
〇
〇
五
年
度
と
二
〇
一
二
年
度
の
勤
労
所

得
税
の
課
税
所
得
段
階
ご
と
の
納
税
額
を
試
算
し
て
比
較

す
る
と
（
図
表
６
）、
各
課
税
所
得
段
階
で
大
幅
な
負
担

軽
減
に
な
っ
て
い
る
こ
と
が
把
握
で
き
る
。
個
人
所
得

税
（
勤
労
所
得
税
）
で
は
、
近
年
、
納
税
者
の
負
担
軽
減

の
傾
向
が
見
出
せ
る
の
で
あ
る
。
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
は
、
フ
ィ

ン
ラ
ン
ド
の
個
人
所
得
税
に
つ
い
て
、

二
〇
〇
〇
年
度
と
二
〇
〇
九
年
度
と
を
比

較
し
て
み
る
と
、
あ
ら
ゆ
る
家
族
パ
タ
ー

ン
に
お
い
て
税
負
担
軽
減
に
な
っ
て
い
る

こ
と
を
指
摘
し
て
い
る
の
で
あ
る
（
（2
（

。

　

勤
労
所
得
税
の
納
税
者
数
（
二
〇
一
一

年
度
）
は
一
六
二
万
六
三
一
二
人
で
あ

る
（
（2
（

。
課
税
所
得
が
三
万
ユ
ー
ロ
以
上
四
万

ユ
ー
ロ
未
満
層
が
最
多
で
六
〇
万
一
一
一
二
人
、
つ
ぎ
が

四
万
ユ
ー
ロ
以
上
五
万
ユ
ー
ロ
未
満
層
で
三
四
万
四
三
一

人
で
あ
る
。
三
万
ユ
ー
ロ
以
上
五
万
ユ
ー
ロ
未
満
層
で
納

税
者
数
の
約
六
割
を
占
め
て
い
る
。
こ
れ
ら
の
課
税
所
得

層
に
は
、
一
七
・
五
〇
％
も
し
く
は
二
一
・
五
〇
％
の
税
率

が
適
用
さ
れ
て
い
る
。

　

個
人
に
お
け
る
投
資
所
得
に
関
す
る
所
得
税
は
資
本
所

得
税
と
し
て
、
上
記
の
所
得
税
と
は
異
な
り
比
例
税
率
で

課
せ
ら
れ
る
。
税
率
は
、
一
九
九
三
年
度
に
は
二
五
％
で

あ
っ
た
が
一
九
九
六
年
度
に
二
八
％
と
な
っ
た
。そ
し
て
、

二
〇
一
一
年
度
ま
で
は
二
八
％
の
税
率
が
維
持
さ
れ
た

が
、二
〇
一
二
年
一
月
一
日
か
ら
三
〇
％
と
な
っ
た（
五
万

＜図表４＞　勤労所得税の税率（2005年度、2012年度）

＜図表５＞　フィンランドの勤労所得税率の推移

（ユーロ、％）

（フィンランドマルカ／ユーロ、％）

(出所)　Ministry of Finance“Taxation in Finland 2005”,2005,p.17,p.159,Valtiovarainministeriö
　　 　“Vuodenvaihteen muutoksia VM”,2011.

(注)　2000年度、2001年度の課税所得はフィンランドマルカ、2002年度以降の課税
　　　所得はユーロ。

(出所)　OECD“Tax Base”の各年版。

2005年度 2012年度

課税所得
基礎税額

(固定額)
税率 課税所得

基礎税額

(固定額)
税率

12,000 ─ 15,400 8 10.5 16,100 ─ 23,900 8 6.5 

15,400 ─ 20,500 365 15.0 23,900 ─ 39,100 515 17.5 

20,500 ─ 32,100 1,130 20.5 39,100 ─ 70,300 3,175 21.5 

32,100 ─ 56,900 3,508 26.5 70,300 ─ 9,883 29.75 

56,900 ─ 10,080 33.5 

年度 課税所得 税率 年度 課税所得　 税率

2000  47,600 ─  63,600 5.0 2006 12,200 ─  17,000 9.0 

 63,600 ─  81,000 15.0 17,000 ─  20,000 14.0 

 81,000 ─ 113,000 19.0 20,000 ─  32,800 19.5 

113,000 ─ 178,000 25.0 32,800 ─  58,200 25.0 

178,000 ─ 315,000 31.0 58,200 ─ 32.5 

315,000 ─ 37.5 2007 12,400 ─  20,400 9.0 

2001  66,000 ─  85,000 14.0 20,400 ─  33,400 19.5 

 85,000 ─ 117,000 18.0 33,400 ─  60,800 24.0 

117,000 ─ 184,000 24.0 60,800 ─ 32.0 

184,000 ─ 325,000 30.0 2008 12,600 ─  20,800 8.5 

325,000 ─ 37.0 20,800 ─  34,000 19.0 

2002  11,500 ─  14,300 13.0 34,000 ─  62,000 23.5 

 14,300 ─  19,700 17.0 62,000 ─ 31.5 

 19,700 ─  30,900 23.0 2009 13,100 ─  21,700 7.0 

 30,900 ─  54,700 29.0 21,700 ─  35,300 18.0 

 54,700 ─ 36.0 35,300 ─  64,500 22.0 

2003  11,600 ─  14,400 12.0 64,500 ─ 30.5 

 14,400 ─  20,000 16.0 2010 15,200 ─  22,600 6.5 

 20,000 ─  31,200 22.0 22,600 ─  36,800 17.5 

 31,200 ─  55,200 28.0 36,800 ─  66,400 21.5 

 55,200 ─ 35.0 66,400 ─ 30.0 

2004 11,700 ─  14,500 11.0 2011 15,600 ─  23,200 6.5 

14,500 ─  20,200 15.0 23,200 ─  37,800 17.5 

20,200 ─  31,500 21.0 37,800 ─  68,200 21.5 

31,500 ─  55,800 27.0 68,200 ─ 30.0 

55,800 ─ 34.0 2012 　図表４参照

2005 図表４参照

課税所得
2005年度

納税額

2012年度

納税額

13,500 165.5 0.0 

18,000 755.0 131.5 

30,000 3,077.5 1,582.5 

50,000 8,251.5 5,518.5 

70,000 14,468.5 9,818.5 

100,000 24,518.5 18,718.75 

（出所）　図表４を基に計算して作成。

＜図表６＞
課税所得額でみた勤労所得税
の納税額の比較（2005年度と
2012年度の比較）

（ユーロ）
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ユ
ー
ロ
を
超
過
す
る
場
合
は
三
二
％
）（

（3
（

。

　

さ
ら
に
、
二
〇
〇
六
年
度
に
は
、
多
額
の
財
産
を
有

す
る
富
裕
者
層
に
対
し
て
課
税
さ
れ
て
い
た
富
裕
税

（
二
〇
〇
五
年
度
は
〇
・
八
％
の
比
例
税
率
）
が
廃
止
さ
れ

た
（
（3
（

。

　

ま
た
、
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
に
は
法
人
税
が
な
く
、
所
得

税
（
法
人
所
得
税
）
と
し
て
課
税
が
な
さ
れ
る
。
法
人

所
得
税
の
税
率
は
一
九
九
三
年
度
に
二
五
％
で
あ
っ
た

が
、
一
九
九
六
年
度
か
ら
二
八
％
に
な
っ
た
。
そ
の
後
、

二
〇
〇
〇
年
度
か
ら
二
〇
〇
四
年
度
ま
で
は
二
九
％
と
上

昇
し
た
が
、
二
〇
〇
五
年
度
以
後
は
二
六
％
と
引
き
下
が

り
、
二
〇
一
二
年
度
に
は
二
四
・
五
％
に
な
っ
た
（
（3
（

。

　

⑶　

国
税
―
付
加
価
値
税

　

フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
で
は
付
加
価
値
税
の
導
入
以
前
に
は
、

消
費
課
税
と
し
て
売
上
税
が
採
用
さ
れ
て
い
た
が
（
（3
（

、
Ｅ
Ｕ

加
盟
を
目
前
に
し
て
、
他
の
多
く
の
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
の
国
々

と
歩
調
を
合
わ
せ
る
よ
う
に
、
付
加
価
値
税
が
導
入
さ
れ

た
。
導
入
時
の
標
準
税
率
は
二
二
％
で
、
軽
減
税
率
は
二

種
類
設
け
ら
れ
た
。
食
料
品
や
飼
料
が
一
二
％
、
公
共
料

金
や
書
籍
、
医
薬
品
は
八
％
で
あ
っ
た
。
そ
れ
以
後
、

税
率
ア
ッ
プ
は
な
か
っ
た
が
、
二
〇
一
〇
年
七
月
一
日

か
ら
標
準
税
率
が
二
三
％
に
、
軽
減
税
率
は
一
二
％
が

一
三
％
に
、
八
％
が
九
％
に
引
き
上
げ
ら
れ
た
（
（3
（

。
さ
ら
に

二
〇
一
三
年
一
月
一
日
か
ら
は
、
標
準
税
率
が
二
四
％
、

軽
減
税
率
は
一
四
％
と
一
〇
％
に
な
っ
た
（
（3
（

。
フ
ィ
ン
ラ
ン

ド
は
、
付
加
価
値
税
率
（
標
準
税
率
）
が
世
界
で
最
も
高

い
部
類
の
国
の
一
つ
に
な
っ
て
い
る
の
で
あ
る
。

　

⑷　

地
方
税
―
地
方
所
得
税

　

地
方
所
得
税
は
地
方
税
の
大
部
分
を
占
め
、
国
税
で
は

課
税
さ
れ
な
い
課
税
所
得
一
万
五
〇
〇
〇
ユ
ー
ロ
未
満
層

に
も
広
く
課
税
が
行
わ
れ
て
い
る
。
国
税
の
勤
労
所
得
税

の
納
税
者
数
は
一
六
二
万
人
な
の
に
対
し
、
地
方
所
得
税

の
納
税
者
数
は
四
〇
七
万
人
で
あ
る
（
（3
（

。
地
方
所
得
税
は
比

例
税
率
で
自
治
体
が
自
由
に
税
率
を
決
定
で
き
る
。
二
〇

〇
九
年
度
の
平
均
は
一
八
・
五
九
％
（
最
高
は
二
一
・
〇
％
、

最
低
は
一
六
・
五
％
）
で
あ
っ
た
。
税
率
（
平
均
）
は
徐
々

に
上
昇
し
、
一
九
七
〇
年
度
が
一
四
・
三
八
％
、
一
九
九
〇

年
度
が
一
六
・
四
七
％
、
一
九
九
五
年
度
が
一
七
・
五
三
％
、

二
〇
〇
〇
年
度
が
一
七
・
六
五
％
、
二
〇
〇
五
年
度
が

一
八
・
二
九
％
で
あ
っ
た
（
（3
（

。

⑸　

一
九
九
三
年
度
か
ら
二
〇
一
〇
年
度
ま
で
の
個
人

所
得
課
税
の
動
向

　

図
表
７
は
勤
労
所
得
税
、
資
本
所
得
税
、
地
方
所
得

税
収
入
の
お
の
お
の
が
す
べ
て
の
直
接
税
収
入
（
こ
の

三
税
に
教
会
税
、
社
会
保
険
料
を
ふ
く
む
）
に
占
め
る

割
合
の
変
化
を
示
し
て
い
る
。
勤
労
所
得
税
は
一
九
九
六

年
度
か
ら
二
〇
〇
五
年
度
ま
で
ほ
ぼ
横
ば
い
で
推
移
し
た

が
、
二
〇
〇
五
年
度
以
降
急
速
に
そ
の
割
合
が
低
下
し

た
。
一
九
九
三
年
度
に
三
一
％
で
あ
っ
た
の
に
対
し
、

二
〇
一
〇
年
度
は
実
に
二
〇
％
に
落
ち
て
い
る
の
で
あ

る
。
資
本
所
得
税
は
、
こ
の
期
間
中
に
増
減
を
繰
り
返
し

た
が
、
一
九
九
三
年
度
と
二
〇
一
〇
年
度
と
を
比
較
す
れ

ば
、
二
・
三
％
か
ら
六
・
七
％
に
上
昇
し
て
い
る
。
地
方
所

得
税
は
、
二
一
世
紀
に
入
っ
て
か
ら
、
そ
の
割
合
を
高

め
、
一
九
九
三
年
度
の
約
五
〇
％
が
二
〇
一
〇
年
度
に
は

六
二
％
に
な
っ
て
い
る
。
明
ら
か
に
、個
人
所
得
課
税（
勤

労
所
得
）
に
つ
い
て
は
、累
進
性
を
も
っ
た
所
得
税
か
ら
、

比
例
税
率
の
所
得
税
へ
の
シ
フ
ト
が
み
ら
れ
る
の
で
あ
る
。

＜図表７＞　直接税収に占める各直接税収の割合（1993－2010年度）

(出所)　Statistics Finland〝The share of municipal tax in direct taxes has grown″,2012.
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む
す
び
に
か
え
て

　

フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
の
財
政
状
況
は
、
現
在
Ｅ
Ｕ
加
盟
国
の

中
で
も
も
っ
と
も
良
好
な
部
類
に
入
る
。
そ
れ
は
経
済
が

順
調
に
推
移
し
て
き
た
こ
と
や
財
政
再
建
を
着
実
に
行
っ

て
き
た
た
め
で
あ
る
。
財
政
再
建
で
は
、
財
政
支
出
削
減

が
優
先
さ
れ
、
増
税
策
が
財
政
再
建
の
中
心
に
な
る
こ
と

は
な
か
っ
た
。
と
く
に
、
社
会
保
障
支
出
の
削
減
が
大
き

か
っ
た
。
税
制
面
で
は
、累
進
性
を
持
っ
た
所
得
税
か
ら
、

比
例
税
率
の
所
得
税
（
地
方
所
得
税
）
や
付
加
価
値
税
へ

の
シ
フ
ト
が
み
ら
れ
る
。

　

フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
で
は
、
近
年
、
低
所
得
者
層
が
増
大
し
、

貧
富
の
差
が
拡
大
し
て
き
た
（
（3
（

。
ま
た
、
高
齢
者
介
護
サ
ー

ビ
ス
面
で
も
、
重
度
な
高
齢
者
へ
の
サ
ー
ビ
ス
の
重
点
化

が
進
ん
だ
。
高
齢
者
福
祉
、
児
童
福
祉
な
ど
の
福
祉
分
野

で
民
営
化
が
進
ん
だ
。
さ
ら
に
、
産
業
構
造
に
大
き
な
変

化
が
生
じ
、
地
域
間
格
差
が
拡
大
し
た
（
（3
（

。
今
日
、
電
気
光

学
機
械
産
業
を
は
じ
め
、
企
業
が
海
外
に
生
産
拠
点
を
移

す
動
き
も
進
ん
で
い
る
。

　

経
済
の
グ
ロ
ー
バ
ル
化
が
進
む
な
か
、
今
後
の
産
業
と

雇
用
と
福
祉
を
ど
の
よ
う
に
展
望
す
る
の
か
、
地
域
経
済

が
変
化
す
る
な
か
で
地
域
間
格
差
が
大
き
く
な
っ
て
い
る

状
況
を
今
後
ど
の
よ
う
に
改
善
す
る
の
か
、
良
好
な
財
政

状
況
を
維
持
し
な
が
ら
福
祉
・
保
健
・
医
療
の
サ
ー
ビ
ス

の
拡
充
と
質
の
保
証
を
ど
の
よ
う
に
進
め
る
の
か
。
フ
ィ

ン
ラ
ン
ド
の
今
後
の
施
策
展
開
に
注
目
し
た
い
。

【
注
】

（
１
）　

本
稿
は
、
本
誌
の
主
た
る
読
者
層
で
あ
る
自
治
体
職
員

向
け
に
、
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
の
財
政
支
出
削
減
を
中
心
と
し

た
財
政
再
建
や
税
制
の
動
向
、
社
会
福
祉
の
変
化
に
つ
い

て
、
で
き
る
だ
け
わ
か
り
や
す
さ
を
心
が
け
て
書
い
た
も

の
で
あ
り
、拙
稿
「
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
の
財
政
再
建
と
経
済
・

財
政
（
一
九
九
〇

－

二
〇
一
一
）
―
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
に
お

け
る
財
政
支
出
削
減
と
税
制
改
革
、
経
済
の
変
化
と
地
域

格
差
の
拡
大
を
中
心
に
―
」（『
開
発
論
集
』
第
九
一
号
所

収
、
北
海
学
園
大
学
開
発
研
究
所
、
二
〇
一
三
年
三
月
）

を
ベ
ー
ス
と
し
て
い
る
。
こ
の
拙
稿
で
は
、
本
稿
で
あ
つ

か
え
な
か
っ
た
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
の
産
業
構
造
の
変
化
や
地

域
経
済
・
雇
用
の
動
向
、
地
域
間
格
差
に
つ
い
て
も
検
討

し
て
い
る
。
あ
わ
せ
て
参
照
さ
れ
た
い
。

（
２
）　Tilastokeskus "Suom

en tilastollinen vuosikirja 2009," 

2009, p.421.
　
　
（
以
下
、V

u
o
sikirja 

と
略
す
）

（
３
）　

フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
の
一
九
八
〇
年
代
後
半
の
高
成
長
と

一
九
九
〇
年
代
初
め
の
大
不
況
の
過
程
に
つ
い
て
は
、
つ

ぎ
の
文
献
を
参
照
し
た
。
な
お
、
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
で
は
会

計
年
度
が
一
月
一
日
か
ら
一
二
月
三
一
日
に
な
っ
て
い
る
。

・　

V
altiovarainm

inisteriön K
ansantalousosasto 

"Taloudellinen K
atsaus 1994",  1994.

・　

V
altiovarainm

inisteriön K
ansantalousosasto 

"Taloudellinen　

K
atsaus Syyskuu 1996",  1996.

・　

M
inistry of Finance "Econom

ic Survey Septem
ber 

1998", 1998.

・　

寺
岡
寛
「
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
―
経
済
再
生
を
め
ぐ
っ
て
」（『
経

済
の
発
展
・
衰
退
・
再
生
に
関
す
る
研
究
会
報
告
書
』
所
収
、

財
務
省
財
務
総
合
研
究
所
、
二
〇
〇
一
年
六
月
）。

・　

葛
見
雅
之
、
鳥
生
毅
、
寺
井
寛
「
経
済
改
革
の
成
果
分
析

に
関
す
る
一
考
察
と
我
が
国
へ
の
示
唆
」（
掲
載
誌
同
右
）

（
４
）　"Econom

ic Survey Septem
ber 1998", p.13.

（
５
）　"V

uosikirja 1998", 1998, p.226.

（
６
）　"Econom

ic Survey Septem
ber 1998", p.14.

（
７
）　"Taloudellinen K

atsaus 1994", p.122, "Taloudellinen 

K
atsaus 1996", p.110,  "Econom

ic Survey Septem
ber 

1998", p.104.

（
８
）　"Taloudellinen K

atsaus 1994", p.121, "Taloudellinen 

K
atsaus 1996", p.109, "Econom

ic Survey Septem
ber 

1998", p.103, "V
uosikirja 1998", p.297.

（
９
）　

こ
の
国
庫
支
出
金
に
つ
い
て
は
以
下
を
参
照
。

・　

横
山
純
一
『
高
齢
者
福
祉
と
地
方
自
治
体
』（
同
文
舘
出
版
、

二
〇
〇
三
年
四
月
）（
本
書
は
以
下
、
横
山
①
と
略
す
）
第
二
章

・　

Sim
o K

okko "State Subsidy R
eform

 in the finnish 

social W
elfare and H

ealth Services", in D
ialogi by the 

N
ational R

esearch and D
evelopm

ent C
entre for W

elfare 

and H
ealth, 1994.

　

コ
ッ
コ
は
、
中
央
政
府
が
計
画
を
た
て
標
準
を
設
定
す
る

や
り
方
に
よ
っ
て
、
キ
ー
と
な
る
サ
ー
ビ
ス
の
全
国
均
一
的

な
発
展
を
保
証
し
た
、
と
述
べ
て
い
る
。

（
10
）　N

ational Research and D
evelopm

ent Centre for W
elfare 

and H
ealth "Social W

elfare and H
ealth Care in Figures in 

Finland 1985-1992".

（
11
）　

山
田
眞
知
子
『
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
福
祉
国
家
の
形
成
―
社

会
サ
ー
ビ
ス
と
地
方
分
権
改
革
』（
木
鐸
社
、二
〇
〇
六
年
）

第
五
章
。

（
12
）　

包
括
補
助
金
に
つ
い
て
は
、
横
山
①
第
二
章
、
な
ら
び

に
、
横
山
純
一
『
地
方
自
治
体
と
高
齢
者
福
祉
・
教
育
福

祉
の
政
策
課
題
―
日
本
と
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
』（
同
文
舘
出



11 北海道自治研究 ２０１３年３月（Ｎo.530）

版
、二
〇
一
二
年
三
月
）（
本
書
は
以
下
、横
山
②
と
略
す
）

第
六
章
を
参
照
。

（
13
）　

ソ
ダ
ン
キ
ュ
ラ
自
治
体
資
料
、
な
ら
び
に
、
横
山
①
第

二
章
を
参
照
。

（
14
）　

藪
長
千
乃
氏
は
「（
こ
の
時
期
の
―
横
山
）
補
助
金
改

革
は
、
保
健
医
療
福
祉
分
野
に
お
け
る
投
資
的
経
費
に
関

す
る
補
助
金
ル
ー
ト
を
失
う
こ
と
で
も
あ
っ
た
。
自
治
体

は
、
自
前
で
の
施
設
整
備
が
困
難
に
な
っ
た
。
こ
れ
が
、

民
間
部
門
に
よ
る
保
健
医
療
福
祉
サ
ー
ビ
ス
供
給
拡
大
へ

と
つ
な
が
っ
て
い
く
こ
と
に
な
っ
た
」
と
述
べ
て
い
る
。

藪
長
千
乃
「
一
九
九
〇
年
代
に
お
け
る
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
型

福
祉
国
家
の
変
容
―
福
祉
提
供
主
体
の
多
様
化
に
焦
点
を

当
て
て
」（『
文
京
学
院
大
学
人
間
学
部
研
究
紀
要
』
第

一
〇
巻
所
収
、
二
〇
〇
八
年
一
二
月
）
に
拠
る
。

（
15
）　STA

K
ES "Ikääntyneiden sosiaali-ja terveyspalvelut 

2005," 2007, p.84.

　
　
　
（
本
書
は
以
下
、STA

K
ES
①

と
略
す
）

　

な
お
、
Ｓ
Ｔ
Ａ
Ｋ
Ｅ
Ｓ
と
は
、
国
立
社
会
福
祉
・
保

健
医
療
研
究
開
発
セ
ン
タ
ー
（Sosiaali-ja terveysalan 

tutkim
us-ja kehittäm

iskeskus

）
の
こ
と
で
あ
る
。

（
16
）　STA

K
ES
①

p.41.

（
17
）  STA

K
ES "Sosiaali-ja terveydenhuollon tilastollinen 

vuosikirja 2007", 2007, pp.154-155. 

（
本
書
は
以
下
、

STA
K

ES
②

と
略
す
）

　

あ
わ
せ
て
、
横
山
②
第
五
章
を
参
照
。

（
18
）　

こ
れ
に
つ
い
て
は
、
以
下
を
参
照
。

・　

M
inistry of Finance "Project to restructure m
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収
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述
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イ
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お
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。
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